
令和３年度９月補正予算案について

一 補正予算の概要

今回の補正予算は、新型コロナウイルス感染症の発生状況等を踏まえ、引き続き、感染防止対策の推進と

医療提供体制の確保に取り組むとともに、消費喚起による地域経済の活性化とコロナ離職者等への支援を行

うのに要する経費について、国庫補助事業及び新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し

つつ、所要の予算措置を講ずることとした。

また、公共事業及び国庫補助事業等について、国からの割当見込額等に基づき事業費の補正を行うととも

に、当初予算編成後の事態の推移等に対処するための各経費について、それぞれ所要の予算措置を講ずるこ

ととした。

二 一般会計予算の規模

⑴ 令和３年度現計予算額 735,138,021 千円

⑵ 今回の補正予算額（補正第２号） 22,949,707 千円

⑶ 令和３年度予算累計額 758,087,728 千円

⑷ 令和２年度同期予算額 788,807,639 千円

⑸ 対前年度同期比 ⑶
⑷ ×100 96.1 ％

三 一般会計補正予算の歳入

今回の補正予算の主なる財源としては、歳出との関連等において、国庫支出金115億9,380万１千円、繰入

金31億968万８千円及び県債27億2,600万円を計上したほか、繰越金46億2,302万８千円及び普通交付税３億

9,489万９千円を計上した。

四 一般会計補正予算の歳出

今回の補正予算に計上した歳出の主なものは、次のとおりである。
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新型コロナウイルス感染症対策関連経

費

6,101,402

企画政策部 生活交通バスＩＣカード

導入推進事業費補助

（新規）

21,827 路線バスの接触感染対策を図るためのＩＣカード導入

に要する経費に対する補助

補助金交付先 十和田観光電鉄㈱

補 助 率 １
３（ほかに国１

３）

健康福祉部 生活福祉資金貸付費補助 600,000 貸付要件の緩和等に対応した緊急小口資金等の特例

貸付の実施に要する経費に対する補助

補助金交付先 県社会福祉協議会

補 助 率 10
10（国10

10）

新型コロナウイルス感染

症検査体制強化事業費

226,200 環境保健センターが行うＰＣＲ検査並びに民間検査

機関及び医療機関が行政検査として行う検査費用に係

る公費負担に要する経費

新型コロナウイルス感染

症入院患者病床確保事業

費補助

3,701,125 新型コロナウイルス感染症患者の入院病床を確保す

るのに要する経費に対する補助

補助金交付先 医療機関

補 助 率 定額（国10
10）

新型コロナウイルス感染

症軽症者等受入体制確保

事業費

1,034,409 新型コロナウイルス感染症の軽症者等の療養のため

の宿泊施設の確保や自宅療養の健康観察等を行うのに

要する経費

◦新型コロナウイルス感染症患者自宅療養支援事業

費補助 5,896

補助金交付先 市

補 助 率 10
10（国10

10）

◦県事業費 1,028,513

新型コロナウイルス感染

症対策専門家派遣事業費

96,614 クラスター等が発生した医療機関等に医師や看護師

等の医療チームを派遣するのに要する経費

◦新型コロナウイルス感染症対策専門家派遣事業費

補助 9,884

補助金交付先 市

補 助 率 10
10（国10

10）

◦県事業費 86,730

計 上 の 主 な も の

（単位 千円）

区 分 事 業 費 説 明
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新型コロナウイルスワク

チン接種促進事業費補助

97,300 中小企業や大学等が実施する職域接種の会場設置等

に要する経費に対する補助

補助金交付先 中小企業、大学等

補 助 率 10
10（国10

10）

商工労働部 中小企業者等地域経済力

復活支援事業費

30,500 地域経済の活性化を図るため、感染防止に配慮した

消費喚起等の取組を支援するのに要する経費

◦新型コロナウイルス感染症対応組合等消費喚起促

進事業費補助 30,000

補助金交付先 中小企業団体中央会

事業実施主体 協同組合等

補 助 率 ３
４

◦新型コロナウイルス感染症対応組合等消費喚起促

進事業事務費補助 500

補助金交付先 中小企業団体中央会

補 助 率 10
10

あおもり安心飲食店需要

回復支援事業費（新規）

150,000 県内飲食店の需要喚起を図るため、あおもり飲食店

感染防止対策認証制度の認証を受けた飲食店の利用を

促進するキャンペーンを実施するのに要する経費

コロナ離職者等と人材不

足分野等とのマッチング

支援事業費 （新規）

19,104 離職者等の早期再就職促進と企業の人材確保を図る

ため、マッチングイベントの開催、各種支援策の情報

発信等を行うのに要する経費

コロナ禍における人財確

保緊急支援事業費（新規）

19,351 本県出身大学生等の県内就職と離職者等の早期再就

職の促進を図るため、就活アプリの改修やウェブサイ

トの充実強化を行うとともに、離職者等を雇用するた

めの求人広告の支援を行うのに要する経費

◦コロナ禍における離職者等就労支援事業費補助

10,000

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２（厚生労働省が定める人材

確保対策推進事業に係る対

象職種の場合２
３）

補助限度額 500

◦県推進事業費 9,351

区 分 事 業 費 説 明
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農林水産部 テイクアウトで地産地消

推進事業費 （新規）

51,620 県産食材の需要拡大及びテイクアウト販売の促進を

図るため、県内飲食店において県産食材を活用したテ

イクアウトメニューの利用を促進するキャンペーンを

実施するのに要する経費

県産酒消費需要拡大対策

事業費 （新規）

53,352 販売量が減少している県産酒の消費及び需要拡大を

図るためのキャンペーンを実施するとともに、県産酒

を県産食材や料理と一体的にＰＲすることによる販売

促進を展開するのに要する経費

その他の経費

企画政策部 鉄道軌道安全輸送設備等

整備支援事業費補助

（新規）

2,267 弘南鉄道大鰐線及び津軽鉄道の維持のために沿線市

町が行う鉄道軌道安全輸送設備等の修繕費に対する支

援に要する経費に対する補助

補助金交付先 弘前市、五所川原市、大鰐町

補 助 率 １
６

青森・佐井航路維持事業

費補助 （新規）

29,892 青森・佐井航路の維持のために地元市村が行う航路

運航事業者の欠損に対する支援に要する経費に対する

補助

補助金交付先 むつ市、佐井村

補 助 率 １
２

補助限度額 市村の補助額の１
２又は船体維持

経費の１
２相当額のいずれか低い

額

健康福祉部 新型コロナウイルス感染

症対策関係国庫返還金

（新規）

6,016,379 令和２年度に受け入れた新型コロナウイルス感染症

対策に関係する国庫支出金の精算に伴う返還に要する

経費

地域医療勤務環境改善体

制整備事業費補助（新規）

113,316 医師の働き方改革を推進するため、医療機関が勤務

医の労働時間短縮に向けた取組を実施するのに要する

経費に対する補助

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

区 分 事 業 費 説 明
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生活基盤施設耐震化等交

付金

148,790 水道事業者の運営基盤を強化するため、水道施設等

の耐震化や水道事業の広域化を支援するのに要する経

費に対する交付金

（現計1,182,872 → 補正後1,331,662）

交付金交付先 水道事業者（市町村、一部事務

組合）

交 付 率 １
２（国１

２）、４
10（国４

10）、

１
３（国１

３）、１
４（国１

４）

農林水産部 県産品アンテナショップ

移転調査事業費（新規）

2,970 東京アンテナショップの移転に向けた物件調査を実

施するのに要する経費

産地パワーアップ事業費

補助

18,629 水田、畑作、野菜、果樹等について、地域の営農戦

略として定めた「産地パワーアップ計画」に基づき、農

業者等が高収益な作物・栽培体系への転換を図るため

の取組に要する経費に対する補助

（現計43,525 → 補正後62,154）

補助金交付先 市町村等

事業実施主体 農業者、農業者団体等

補 助 率

整 備 事 業 １
２

生産支援事業 １
２、定額

効果増進事業 定額

農畜産物輸出拡大施設整

備事業費補助 （新規）

12,500 牛肉の輸出拡大を図るため、輸出対応型の牛処理施

設を整備するのに要する経費に対する補助

補助金交付先 食肉処理事業者

補 助 率 １
２（国１

２）

豚熱防疫対策事業費

（新規）

76,889 県内での豚熱発生を防止するため、豚熱防疫に係る

ワクチン接種を実施するのに要する経費

県土整備部 新青森県総合運動公園新

水泳場等整備運営事業費

（債務負担行為）

債務負担

行為設定

額

417,657

新水泳場整備事業分

全 体 計 画 令和３年度～５年度

全体事業費 6,563,534 → 6,981,191

※当該ＰＦＩ事業に競技用備品の整備を追加する

とともに、施設構造の一部を変更する

区 分 事 業 費 説 明
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